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In the COVID-19 situation, community development organizations have been restricted in their 
activities, while their importance has been increased because of people's changing lifestyles. In 
this research, we analyzed project reports and conduct interviews with NPOs engaged in 
community development in Setagaya Ward, a suburban residential area, aiming to reveal the 
characteristics of the organizations who were able to sustain their activities in the COVID-19 
situation, from the perspective of 'management resources' and 'social mission'. This study found 
that NPOs who were able to continue their activities in the COVID-19 situation tended to 
implement new activities with the following characteristics: 1) diverse opportunities to join, 2) 
utilizing networks with other organizations, and 3) involving people from outside of their 
community. 

 
1 研究の背景と目的 
新型コロナウイルス感染症の感染拡大によっ

て、人々の生活は大きく変化し（湯淺ら, 2021., 
橋本ら, 2021）、コロナ以後のまちづくりの展望

として、自律的な地域づくり等が挙げられてい

る（矢作ら, 2020）。地域の屋外で時間を過ごす

人が増え、地域社会に在宅勤務者や学生といっ

た新たな属性が加わったことで、地域社会に対

する関心が高まった。また、新しい生活様式に

よる健康被害や住民トラブルなど新たな問題が

発生しており、地域社会に求められるニーズは、

変化・多様化していると考えられる。こうした

状況の中で、地域住民のニーズの変化に柔軟に

対応し地域空間の形成に持続的に取り組むこと

のできる、まちづくり団体1の重要性はコロナ禍

を経て高まっており、かつ今後も継続すると考

えられる。 
一方まちづくり団体もまた、コロナによって

活動の制限を余儀なくされた。コロナ禍におい

て活動を大幅に制限され、地域住民と関わる機

会や、収益を得る機会は減少したと考えられる。

まちづくり団体に対する重要性の高まりと、活

動制限という状況下で、いかに活動を継続し、

コロナ収束後のまちづくりにつなげていくかは

今後の課題であると言える。一般的に、NPO の

 
1 本研究においては、まちづくり団体を、「まち

づくり NPO を含む、住民参加型のまちづくり

活動を行う組織全般」と定義する。 

運営には、持続的かつ社会的にインパクトある

活動を目指す「経営資源の獲得」と、多様な社

会課題に対応する「社会的使命の達成」の両立

が重要である（宮垣ら, 2020）。特にまちづくり

NPO は、福祉分野よりも事業化の仕組みが未成

熟であることが指摘されており（伊藤ら, 2017）、
コロナ禍の活動継続についても「経営資源の獲

得」と「社会的使命の達成」双方の観点から調

査を行うことが重要である。 
まちづくり NPO のコロナ禍における経営状

況と活動の実態を把握することは、コロナ後も

持続的に活動するための知見を得るために重要

だと考えられるが、そのような研究は限定的で

ある（e.g. 荻野, 2020）。 
そこで、本研究においては、地域のまちづく

り NPO を対象として、コロナ禍における活動

実態を、「経営資源の獲得」と「社会的使命の達

成」の観点から明らかにすることを目的として

調査を行った。 
本研究においては、調査対象地として、東京

都 23区の南西部、外縁にあたる東京都世田谷区

を選定した。選定理由は以下の 2 点である。 
1) 歴史的に市民主体のまちづくり活動が活

発で、研究の蓄積がある、2) 比較的都心に近い

郊外住宅地であることから、在宅勤務の普及を

はじめとした地域住民の生活の変化が大きいと

考えられる。 
本研究は次ページに示すように 4 章で構成さ

れている。 
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2 まちづくり NPO 法人のコロナ禍における経

営実態 
第 2 章では、コロナ禍において、どのような

団体が活動を継続できたのかを「経営資源の獲

得」の観点から検討するため、まちづくり NPO
の事業報告書を分析し、その経営実態を定量的

に明らかにする他、その事業内容の変化を調査

した。 
 

2.1. 分析方法 
経営実態の調査として、まちづくり NPO の

事業報告書を取得し分析を行った。主たる事務

所を世田谷区におくNPO法人 522団体に対し、

下図の通り NPO法人の選定をおこない、69 団

体を選定した。 

2017年度（平成 29年度）から 2020年度（令
和 2年度）までの事業報告書の分析を行った。 
「事業の成果」および「事業内容」の記載を

比較し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

の影響やそれを受けて行った対応・新規活動等

の内容を抽出・整理した。 
また、活動計算書に記載されている収益・費

用を抽出し分析を行った。 

コロナ前（2017 – 2019年度）平均と 2020年
度の収益力の変化を目的変数として重回帰分析

を行った。収益力を、「助成金収入およびその他

の収入を除外した収支を支出で割った値」と定

義し、2020年度の収益力から 2017 - 2019年度
の平均の収益力を引くことで、「コロナ禍におけ

る収益力の変化」を定義した。 
「コロナ禍における収益力の変化」は、以下

の式で表される。ただし、持続化給付金等の影

響を除くため、「助成金収入」および「その他の

収益」は収支計算から除外した。 

!収益力の変化" =
2020年収支

2020年支出
	 − 	
平均収支

平均支出
		 

上記の目的変数に対し、「活動年数（X1）」「活

動制限（X2）」「オンライン化（X3）」「新規活動

（X4）」「ホームページ（X5）」「SNS（X6）」を

説明変数として重回帰分析を行った。 
活動年数については、「法人の設立認証年の値

を 2021 から引いた値」と定義した。オンライ

ン化の有無、新規活動の有無、SNSアカウント

の有無はダミー変数化した。オンライン化の有

無については、「オンライン」、「zoom」など、

コロナ以前から行っていた事業を zoom 等のツ

ールを用いてオンライン上で行った記述が確認

できた場合を 1、それ以外の場合を 0 とした。

新規活動の有無については、新型コロナウイル

ス感染症の感染拡大を受け、（感染防止策にとど

まらない）それまでとは異なる形での活動を行

ったり、新規の活動を開始した旨の記述が確認

できた場合を 1、それ以外を 0 とした。SNSア
カウントの有無については、SNS（Facebook、
Instagram、Twitter のいずれか）のアカウント

がインターネット上で公開されている場合を1、
それ以外の場合を 0 とした。これらの変数に対

し、増減法を用いて変数選択を行った。 

図 1-1 本研究の構成 

図 2-1 2 章において分析対象となる    

まちづくり NPO の選定フロー 

図 2-2 事業報告書・活動計算書の例（砧・

多摩川あそび村 令和 2年度） 



2.2. 分析結果 
1) 新型コロナウイスに関する記述の抽出 
 69 団体のうち、60 団体が「中止」・「減少」・

「自粛」等、活動の制限に言及していた。「動画

作成」、「配信」、「Zoom」等、既存の活動のオン

ライン化による代替について 25 団体が言及し

ていた。コロナ禍を受けて何かしらの新規活動

を行ったという趣旨の記述をしている団体は11
団体だった。 
 
2) 収益力の変化の重回帰分析結果 
分析の結果、F値が 0.05 を下回る有意なモデ

ル重回帰式が得られた。自由度調整済み決定係

数（Adjusted R2）は 0.092 となった。説明変

数の P 値は「活動年数（X1）」および「新規活

動（X4）」について 5%有意となり、「オンライ

ン化（X3）」および「SNS（X6）」については統

計的に有意な説明力は認められなかった。 
活動年数が長い法人や、新型コロナウイルス

感染症の感染拡大を受けて新規活動を行った

NPO法人は、コロナ禍における NPO法人の収

益力を有意に高めたことが分かった。 
一方で、SNS のアカウントの有無は、標準偏

回帰係数が正であり、アカウントを持つ NPO
法人の方が収益力を高めた傾向が見られたもの

の、統計的に有意な説明力は認められなかった。

また、コロナ前に行っていた事業をオンライン

化した団体については、標準偏回帰係数が負と



なっており、統計的に有意ではないものの収益

力が低下する傾向が見られた。 
 
2.3. 考察 
1) 活動年数 
活動年数は収益力の維持に対し有意に正の関

係にあった。理由として、組織運営の仕組みノ

ウハウが確立している、地域住民との信頼関係

を築いており、コロナの状況下での活動に理解

を得やすい、他組織との関係性を構築しており、

事業が中止になりにくい、などが考えられる。 
2) ICT 活用 

ICT 活用に関する説明変数として、「オンライ

ン化」、「HP の有無」、「SNSアカウントの有無」

があるが、いずれも説明変数として選択されな

いか、収益力の変化と有意ではなく、十分な説

明力を持たなかった。ICT の活用は、コロナ禍

における活動継続のために非常に重要だったと

考えられるが、少なくとも事業性の観点からは、

単純にオンライン化しただけ、あるいは SNS の

アカウントを持っているだけでは活動の継続に

寄与しないと考えられる。 
3) 新規活動 
 新規活動は収益力の維持に対し有意に正の関

係にあった。このことから、世田谷区のまちづ

くり NPO がコロナを受けて新規に開始した活

動は、地域住民のニーズに対応し、収益力の維

持に寄与したのではないかと考えられる。 
具体的な活動内容を見ると、政策提言やオンラ

イン活用支援、高齢者や生活困窮者への支援な

ど、多岐にわたることが分かる。まちづくり

NPO が、それぞれのバックグラウンドを活かし、

コロナ禍においても新たな活動に挑戦すること

で、収益力の維持につなげていたと考えられる。 

 
3. まちづくり NPO 法人のコロナ禍における活動
実態 
第 3 章では、まちづくり NPO のコロナ禍に

おける活動継続について、「社会的使命の達成」

の観点から明らかにするため、インタビュー調

査を行った。 
 

3.1. 方法 
1) インタビュー対象の選定 
世田谷区に主たる事務所をおくまちづくり

NPO から、インタビュー対象の選別を行った。

選定条件は「活動分野に『まちづくり』を含む」、

「活動内容に世田谷区内の地域空間づくりを含

む」、「2020年度以降の活動が確認できる」こと

とした。定款や活動状況をインターネットよっ

て調査し、選定された 10 団体のうち、同意が得

られた 8 団体に対して非構造化インタビューを

実施した。

表 3-1 インタビュー団体および話し手の概要 

ID 団体名 活動内容
活動
年数

新規
活動

SNS
話し手
（伏字）

属性
インタビュー
実施日

1 玉川まちづくりハウス 地域活動支援・住環境相談 22 - 〇 A氏 理事 12月14日
2 コスファＣＯＳＦＡ コーポラティブスペース運営 18 - - B氏 理事 11月10日

3 世田谷桜丘まちづくり
地域活動支援

リサイクルコーナー運営
16 〇 - C氏 理事 9月28日

4 まちこらぼ 地域活動支援・NPO中間支援 15 - - D氏 理事 7月20日

5
野沢３丁目

遊び場づくりの会

地域子育て支援拠点運営
リサイクル事業（バザー）

11 - 〇 E氏 理事 8月25日

6 砧・多摩川あそび村 地域子育て支援拠点運営 6 〇 〇 F氏 理事 7月17日

7 ｎｅｏｍｕｒａ
イベント事業

コミュニティ運営補助
5 〇 〇 G氏・H氏 理事 7月21日

8
せたがや水辺

デザインネットワーク
地域子育て支援拠点運営

環境学習事業
3 - 〇 I氏 理事 7月18日

図 3-1 分析対象の主たる事務所の所在地 



2) インタビュー概要 
目的 
コロナ禍における地域活動の実態把握  

インタビュー対象 
組織代表者または理事 
主な質問内容 
・設立から現在に至るまでの経緯  
・コロナ禍における活動の変化（新規活動、オ

ンラインでの活動等） 
・課題意識、今後の展望 
方法 
対面またはオンライン(Zoom) 

 
3.2. インタビュー結果 
1) 新規活動 
インタビューを行った 8団体のうち 7団体が、

コロナ禍を受けて新規活動を行っていた。この

うち、特に活動を活発に行っていた「玉川まち

づくりハウス」と「neomura」は、①オンライ

ンか対面かといった手法や、コミュニケーショ

ンのテーマを問わず多様な場づくりを行ってい

る、②他の組織との連携を重要視している、③

地域外の人間を企画者として巻き込んだ活動を

行っている、という共通点がみられた。 

2) ICT 活用 
 コロナ禍を受けて SNS やオンライン会議ツ

ールの活用を開始した団体がみられ、新規活動

を含め利用者の交流に活用されていた。一方で、

導入費用や、オンライン決済導入が遅れたこと

による損失について言及した団体がみられた。 
3) 活動年数 
活動年数が長い団体では、地域住民との信頼

関係があったことで、クレームを受けることな

く活動を継続できた事例がみられた。 

 

3.3. 考察 
第 3 章では、コロナ禍でも活動を継続してい

るまちづくり NPO を対象にインタビュー調査

を実施した。その結果、まちづくり NPO は、

社会的使命の達成のため、ICT 等を活用しなが

ら新規活動を行い、利用者とのつながりの維持

を試みたことが分かった。特に活発に活動を行

っていた団体は、「多様な場づくり」「多組織と

の関係性」「地域外の人の巻き込み」の 3 点が特

徴的な新規活動を行っていた。 
これらのことから、地域住民がコミュニティ

により気軽に参加できるよう、多様なアプロー

チで場づくりを行っており、その実現のため、

他組織との連携や、地域外の人間を企画側に巻

き込んだ活動を実施することが、コロナ禍にお

ける社会的使命の達成のために重要であると考

察できる。 
 
4. コロナ以後のまちづくり活動の継続性に関

する考察 
第 2 章で考察したように、活動年数の長さと

新規活動の実施は、まちづくり NPO のコロナ

禍における収益力の維持と関係している一方で、

SNS での発信や業務の単なるオンライン化は

収益力の維持につながらず、持続的な活動は難

しいと考えられる。さらに、第 3 章で実施した

インタビューによって、コロナ禍においても先

駆的な活動を実施できた団体には、①オンライ

ンか対面かといった手法や、コミュニケーショ

ンのテーマを問わず多様な場づくりを行ってい

る、②他の組織との連携を重要視している、③

地域外の人間を企画者として巻き込んだ活動を

行っている、という特徴があった。さらに、こ

れらの団体は 2 章で分析した収益力の変化の値

表 3-2 インタビューにより抽出された 
  コロナを受けて開始した新規活動一覧 

表 3-3 特に活発な活動が見られた団体の 
新規活動の特徴整理 



も高かった。 
これらを踏まえて、まちづくり NPO が持続

的に活動を継続するための方策を検討する。 
ICT の活用は、2020年度の時点では収益力の

維持に寄与しなかったが、上述した「多様な場

づくり」、「他組織との関係性」、「地域外の人の

巻き込み」の手段としては有効であると考えら

れる。ICT それ自体でのマネタイズは難しいと

考えられるが、対面とオンラインを組み合わせ、

長期的に継続することで、活動の持続性に寄与

するのではないだろうか。インタビューを行っ

た団体の中には 2021年度から新たに ICT を活

用した新規活動を開始した団体もあり、ICT 活

用の効果については、今後も検討を続ける必要

があると考えられる。 
次に、活動年数について検討する。活動年数

が長い団体については、組織の仕組みが整って

いる、地域から活動についての理解を得ている

という特徴があると考えられる。そのため、組

織外部から情報を得やすく、それをきっかけに

新規活動を行う事例が見られた。このことから、

積極的に他組織や地域住民から情報を集め、ニ

ーズを捉えることで、新規活動を行い活動の持

続性を高めることが出来ると考えられる。 
一方で、NPO法人としての活動が短い団体は、

参加者側と運営側の距離が比較的近く、参加者

が拠点の整備に協力する事例等が見られたこと

から、参加者を積極的に活動に関与させること

で、新規活動につなげ、活動の持続性を高める

ことが出来ると考えられる。大学生が運営に関

わっており毎年代替わりする「neomura」や、

学生ボランティアを受け入れている「野沢 3 丁
目あそび場づくりの会」のように、外部の人間

が運営側に加わる仕組みを作ることも有効であ

ると考えられる。 
これらのことから、活動年数が長い（地域住

民や他組織との信頼関係がある）団体と、活動

年数が短い（流動性が高く、運営組織と参加者

の距離が近い）団体が連携することで、地域の

ネットワークを活かしつつ、地域外の人間を巻

き込んだ新規活動を行え、地域全体としてのま

ちづくり活動を継続できると考えられる。 
最後に、本研究では、経営実態を包括的に分

析するため、NPO法人に限定して調査を行った

が、まちづくりに関わる団体は NPO 法人に限

らず、一般社団法人や任意団体、営利企業など

様々な主体が存在する。今回インタビュー調査

を行う中で、若い世代の活動は NPO 法人から

一般社団法人にシフトしているが、一般社団法

人の活動状況の包括的な調査は行われておらず、

それらの団体の活動については明らかになって

いないという声が挙がったことからも、特に一

般社団法人の活動実態について、包括的に把握

することが、コロナ後のまちづくり団体の在り

方を検討する上で重要だと考えられる。 
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図 4-1 研究結果のまとめ 


